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第1章 序論

1.1 背景

本研究の背景にある地球温暖化とエネルギー問題について述べる。

1.1.1 地球温暖化

近年、地球温暖化が叫ばれているが、IPCC第 4次報告書 [1]によると、図 1.1に示した

気温・海面水位・積雪面積から気候システムの温暖化には疑う余地がないと言える。世界

平均気温は過去 100年間（1906～2005年）で 0.74℃上昇し、世界平均海面水位は 1961年

以降、年平均 1.8mm、1993年以降、年当たり 3.1mmの割合で上昇した。北極の年平均海

氷面積は 10年当たり 2.7％縮小した。

温暖化の原因は人為起源の温室効果ガス濃度の増加によってもたらされた可能性が非常

に高い。特に CO2は最も重要な人為起源の温室効果ガスである。温暖化を防止するため

に、CO2の排出量を削減することは世界的な急務となっている。

1.1.2 エネルギー問題

世界で使用される一次エネルギーは増加し続けている。その中で化石燃料は図 1.2に示

すように、エネルギー消費の 8割以上を占めている。世界全体で化石燃料に依存している

のである。また各資源の可採年数は表 1.1のようになっており、現状の使用量を維持する

と石油は今世紀の間に枯渇することになる。今後、化石燃料を使用しないエネルギー源へ

とシフトしていく必要がある。

1.2 海流・潮流発電

海流・潮流発電とは,海中に設置した発電装置で海流を受けてタービンを回し、海洋エ

ネルギーから直接エネルギーを取り出すもので、装置全体のシステムは風力発電とほぼ同
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図 1.1: 気温、海面水位及び北半球の積雪面積の変化 [1]
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図 1.2: 世界の一次エネルギー消費量の推移 [2]

8



表 1.1: 世界エネルギー資源確認埋蔵量 [2]

化石資源名 可採埋蔵年数 [年]

石炭 122

石油 42.0

天然ガス 60.4

ウラン 100

一である。しかし、大規模な装置についての実証試験はほとんどなく、他の代表的な再生

可能エネルギーである太陽光発電や風力発電と比べて、未成熟な分野であると言える。

本節では海流・潮流発電のメリット、海流・潮流発電の種類について述べる。次に日本

での海流・潮流発電実現のために行われている「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電シ

ステムの開発」の概要についてまとめ、最後に先行事例についていくつか紹介する。

1.2.1 海流・潮流発電のメリット

海流・潮流発電はエネルギー賦存量、エネルギー密度の面で、風力発電よりも優れてい

ると考えられている。海水密度は空気の約 800倍であり、流体のパワーは密度と流速の 3

乗に比例するので、2ノットの海流は約 9m/sの風に相当する。日本沿岸では、鳴門海峡

での最大流速 10ノットを始めとして各地に潮流の強流域があり、そのエネルギー賦在量

は膨大である [9]。表 1.2に国内の潮流エネルギーの腑存量を示す。

また出力変動に関しても有利である。風況の変化は非常に予測困難であるが、潮流は潮

汐現象を利用しているため出力変動を予測することが可能である。

表 1.2: 国内の潮流エネルギーの腑存量 [3]

地点 最大流速 [m/s] 断面積 [m3] 腑存量 [× 103kW ]

鳴門海峡 3.8 93000 2672

来島海峡 3.1 77000 1167

関門海峡 2.6 12920 120

広島湾 2.4 48300 328

明石海峡 2.2 264000 1525

島原湾 2.1 286000 1334
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1.2.2 海流・潮流発電の種類

海流・潮流発電の発電形式にはいくつかの種類がある [5]。

水平プロペラ方式

大型風力発電の実績が多く、技術的にはほぼ完成されている。流軸方向の変化に対し、

プロペラの回転面が垂直になるような対策が必要である。干潮による双方向の潮流に対応

する場合は、ブレードをボス部で反転させる機構を用いることができる。発電効率は現状

で 40％～50％程度である。

サボニウス水車方式

風力計、流速計として用いられている方式である。全方向からの流れに対応し、常に一

方向の回転をする。起動トルクが小さく流速が遅い場合にも自己起動できるが、発電効率

は 20％～30％とあまり高くはなく、大型化には適さない構造である。

ダリウス水車方式

風力発電用の風車として開発されてきた、揚力型で高回転が可能な形式である。サボニ

ウス水車と同様に全方向の海流・潮流に対して一方向にのみ回転するので、システムが簡

単で済むものの、起動トルクは大きいため、流速が小さい場合は稼働しないという欠点を

もつ。発電効率は 30～45％程度である。

軸流タービン方式

従来のチューブラータービン方式を利用し、ダクトの内部にタービンを設けることで、

安定した流向と大きな流速を得るための方式である。係留により位置を保持されるため、

大規模な支持構造を必要としない。

図 1.3～図 1.6に各発電方式の概念図を示す。
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図 1.3: 水平プロペラ方式

5 
 

 

 2-1  

 

 

 

 

40 50 .( 10

30 .) 
 

20% 30%

, . 

 

 

,

,

30 45 . 

 

 

 
 

 

2.1.2.

 

, ,

図 1.4: サボニウス水車方式
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図 1.5: ダリウス水車方式 図 1.6: 軸流タービン方式

1.2.3 本研究の関連プロジェクト

本研究は「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発 [4][5]」の一角をなすも

のである。日本では、現在は設計手法が確立されていない海流・潮流発電において、低コ

ストでスケーラブルな海流・潮流発電のプロトタイプシステムの開発が進められている。

本研究の実験で使うタービンはこの研究で設計・製作されたものを使用した。

プロジェクトの目的

現状の海流・潮流発電の最大の課題はコストである。普及可能な発電単価を実現するた

めには、設備コストを削減することがまず必要である。また、発電コストは出力と設備稼

働率に大きく左右されるため、これを高精度に予測することで経済性を評価し、設置場

所を最適化する技術も必要とされる。さらに、将来、大規模なシステムの設置を考える場

合、海洋生態系への影響を考慮する必要がある。以上の背景に基き、このプロジェクトで

は日本沿岸域に大規模に展開することを念頭におき、上に述べた要素課題を解決すること

によって、低コストでスケーラブルな海流・潮流発電のプロトタイプシステムが開発され

ている。これを通じて、現在は小規模な試験の実施に留まっている、海流・潮流発電の安

定した発電システムとしての実用化の見通しを明らかにすることがプロジェクトの主目的

である。

さらに、このプロジェクトでは、終了後に実証試験を行うことを想定して、具体的な設
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置場所を想定した試設計を行い、経済性と環境影響の評価も行う。

技術概要

プロジェクトで検討されている技術の概要を 図 1.7に示す。
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図 1.7: 低コスト潮流発電システム開発プロジェクト [4]

プロトタイプシステムを構築するための要素技術として、弾性変形を利用することで

ピッチ制御機構を廃した低コストタービン及び、水深が大きな場所への設置を可能とする

低コスト浮体式プラットホーム、数値シミュレーションに基づく経済性と環境影響の評価

技術の開発が計画されている。後述する Seaflow プロジェクトなどを参考に、既存の技術

を用いた場合の発電コストを見積もると、水深 30m、定格流速 2.2m/s、稼働率 0.4という

条件において 40円/kWh 程度になる。これに対して、このプロジェクトでは同条件、も

しくは水深がより大きい条件において 10～20 円/kWh程度の発電コストを実現するプロ

トタイプシステムの提案を目指している。
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1.2.4 先行事例

イギリス　 SeaGenプロジェクト

海流・潮流発電システムは、主に欧米において実証プラントの設置が進んでおり、一部

で商用プラントの運転が開始されたところである。特にイギリスでは積極的な取組が行わ

れている。Marine Current Turbines（MCT）社は 2003年に、直径 11m の 2翼のプロペ

ラ式タービンを備える発電出力 300kW の潮流発電システムを設置、Seaflow[6][7]と呼ば

れる実証プロジェクトを行った。このプロジェクトは現在、SeaGenプロジェクトに引き

継がれており、1.2MWの商用プラントが稼動している。SeaGenは 1本の支柱に 2つの

水平軸型タービンを持ち、各タービンの出力は 600kWである。発電時にはタービンが水

中に没し、メンテナンス時には海上に浮上する昇降機能を備えている。図 1.8、図 1.9に

Seaflowプロジェクトと SeaGenプロジェクトの概観図を示す。

図 1.8: seaflow project[6] 図 1.9: seagen project[6]

韓国 Uldolmok 潮流発電プロジェクト

韓国南西部の珍島と本土の間にある Uldolmok水道には、2005年から 2009年までの 4

年間をかけて 1MWの実証プラントが建設された。これは韓国で最初の潮流発電プラント

であり、このプロジェクトは 2013 年までに 90MWに拡張する予定である。このプラント
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は、ジャケットフレームの中に、韓国海洋研究所が研究開発した垂直軸型ヘリカルタービ

ンが設置されている構造となっている [7]。

アメリカ　Roosevelt Island Tidal Energy プロジェクト

アメリカではRoosevelt Island Tidal Energy (RITE)プロジェクトと呼ばれる潮流発電

プロジェクトがVerdant Power社により実施され、電力供給が開始されている。イースト

リバーの水底にパイルを打ち込み、6基のプロペラ式潮流発電システムが稼働している。

発電出力は 200kWである。現在は 2回目の実証段階を終了しており、最終的には 10MW

に達し 8000 世帯分の電力供給を目指している [7]。

日本

日本では、1980年代に日本大学が来島海峡において世界で初めて潮流発電に成功した

が、その後は電力供給用の海流・潮流発電システムの実用化に至るまでの実証研究は実施

されていない。現在では、（財）エンジニアリング振興協会によりMW級海流発電システ

ムの実用化に向けた検討が行われているほか、青森県大間崎における潮流発電の構想があ

る [7]。

1.3 本研究の目的

本研究では、海流・潮流発電プラントを設置した際の環境影響評価につながる基礎研究

を行う。発電プラントがタービン後流に及ぼす影響を数値計算することによって調べる。

考えられる影響として

• タービンブレードの回転などによる騒音の周辺生態系への影響

• タービンブレードと魚類の衝突リスク

などがある [4]。これの問題は設置場所が特定され、周辺環境や生態系の調査がなされな

いと評価できないため、本研究では範囲外とする。一方、海流・潮流発電固有の影響とし

て、海洋の成層が強くて生物生産が貧しい海域で

• タービンブレードの攪拌により海洋が混合され、一次生産が増加
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する可能性がある。成層が強い海域で鉛直混合が促進されると、深海の豊富な栄養塩を有

する海水が表層付近へ上昇するので、表層付近の栄養塩が豊かになり、植物プランクトン

が豊富となる。当然それを餌とする動物プランクトンや魚類なども集まってくるため、豊

富な水産資源を有する海となるのである [8]。

本研究ではタービンブレードの回転による効果について考察し、これを海洋モデルの中

に組み込むことを目的とする。本研究で得られた海洋物理モデルに生態系モデルを結合さ

せることで、生態系への影響評価につながる。

1.4 本論文の構成

本論文の構成は以下のとおりである。

第 2章 本研究の研究手法について述べる。

第 3章 「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発」にて考えられている翼

型の模型を用いて実験を行う。実験の結果の解析・考察をする。

第 4章 実海域スケールでの計算を行うMECモデルの概要を説明し、計算機シミュレー

ションを行う。

第 5章 本研究で得られた成果をまとめ、結論を示す。
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第2章 研究手法

2.1 概要

本研究では、海流・潮流発電システムを設置したときの環境影響評価を行うため、ター

ビンブレードの回転による効果を検証する。研究手法は

1. 前述の「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発」にて考えられてい

る NACA4408という翼型のタービン模型を用いて、タービン後流の流速分布を計

測し、

2. その計測結果をもとに実海域スケールでの数値計算をMECモデルを用いて行う

というものである。

第 2章では風車の基礎理論、実験、MECモデルについて概要をまとめる。実験との比

較のために用いた CFD(computional fluid dynamics)についても述べる。

2.2 基礎理論

2.2.1 本節で使用する記号

D：風車のロータ直径 [m]

R：風車のロータ半径 [m]

Ad：風車のロータ面積 [m2]

A：風車に流入する気体流管の断面積 (上流部)[m2]

Aw：風車から流出する気体流管の断面積 (下流部)[m2]

Ud：風車ロータ部における風速 [m/s]

U1：風車上流部における風速 [m/s]

Uw：風車下流部における風速 [m/s]

P：無限遠方における圧力 [Pa]

p+：ロータ面 (上流側)における圧力 [Pa]

16



p−：ロータ面 (下流側)における圧力 [Pa]

P：風車下流部におけるおける圧力 [Pa]

ρ：流体密度 [kg/m3]

a：軸方向誘導係数

a′：接線方向誘導係数

Ω：ロータ角速度 [rad/s]

2.2.2 軸方向運動量理論

風車の基礎理論である運動量理論について解説する [11]。図 2.1に示すように、風車上

流での流速、圧力、断面積をそれぞれU,P,Aとおく。風車断面 (disk)は添え字 dを、後流

(wake)では添え字 wを付けた。運動量理論では以下の仮定を用いる。

• 流体は非圧縮性

• ブレード枚数は無限大

• 流管の各断面において一様な流れ

• ロータ面全体にわたって一様な推力

• 回転なしの後流

• ロータ面の無限前方と後方の静圧は乱されていない周囲の静圧に等しい

U Uw Ud 

P p+ p- Pw 

A Ad Aw 

�� 

� �  

� � �  
図 2.1: 軸方向の仮想流管

風車の無限前方とロータ前面、無限後流とロータ後面に関するベルヌーイの方程式は

P +
1
2
ρU2 = p+ +

1
2
ρU2

d　 (2.1)
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P +
1
2
ρU2

w = p− +
1
2
ρU2

d (2.2)

式 (2.1)、(2.2)より、ロータ前後での圧力差は

p+ − p− =
1
2
(U2 − U2

w) (2.3)

圧力差に面積をかけたものがロータにかかる力 Fになるので、

F = Ad(p+ − p−) =
1
2
ρAd(U2 − U2

w)　 (2.4)

一方、運動量保存則から、ロータかかる力 Fは　

F = ρ(U2A − U2
wAw) = ρuA(U − Uw) (2.5)

ただし、この式変形に、下の連続の式を用いた。

UA = UdAd = UwAw (2.6)

式 (2.4)、(2.5)より、

Ud =
U + Uw

2
　　 (2.7)

この式は、ロータを通過する流速は無限前方と無限後流の平均であることを示している。

ここで軸方向誘導係数 aを次式のように導入する。

Ud = (1 − a)U 　　　　 (2.8)

つまり軸方向誘導係数 aは、ロータでの流速の減速率を表している。式 (2.7)、(2.8)よ

り、無限後流での流速は

Uw = (1 − 2a)U (2.9)

軸方向誘導係数 aを用いると Fは

F = 2ρAdU
2a(1 − a) (2.10)

パワー Pは

P = FUd = 2ρAdU
3a(1 − a)2　 (2.11)

Pは
dP

da
= 0において最大値をとり、そのとき a =

1

3
となる。これを式 (2.11)に代入す

ると、
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P =
16
27
×

1
2
ρAdU

3　 (2.12)

1
2ρAdU

3がロータを通過する流体の運動エネルギーなので、式 (2.12)は通過する全エネ

ルギーのうち、最大でも 16
27 ≅ 59.3％しか取り出すことが出来ないということを示してい

る。この係数はベッツ係数と呼ばれている。

2.2.3 角運動量理論

回転するロータは角運動量（トルク）の発生を内包しているので、ロータの前方および

後方の完全に軸方向の流れの理想的なモデルは修正されなければならない。ロータ上の流

れにより発生するトルクの反動として、ロータ後方の流れは反対方向に回転することに

なる。

�
Ad 

u �  

r 

図 2.2: ロータ断面

図 2.2に示すように、半径 rの位置での旋回流を uθ、半径位置が rから r+drにおける

断面積を δAdとする。

旋回流の大きさを接線方向誘導係数 a’を導入して

uθ = a′Ωr (2.13)

とおく。ただし、Ωはロータの角速度である。以下、この a’を求めることで旋回流 uθを

算出する。

ロータにより生じるトルクは角運動量の変化率に等しい。この角運動量の変化率は流量

と旋回流と半径の積にになるので、

δQ = ρδAdU(1 − a)a′Ωrr (2.14)
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出力 Pはトルクと角速度の積なので、

δP = δQΩ (2.15)

式 (2.11)、(2.14)、(2.15)より、接線方向誘導係数 a’は

a′ =
2a(1 − a)

r2Ω2
(2.16)

よって、旋回流の大きさ uθは

uθ = a′Ωr =
2a(1 − a)

rΩ
(2.17)

これにより、軸方向誘導係数 aとロータの角速度Ωが分かれば、半径 rの位置における旋

回流が算出できる。

2.3 実験

前述の「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発」にて考えられている

NACA4408というタービン模型を用いて、タービン後流の流速分布を計測する。計測デー

タはタービン後流の 2断面での軸方向の流速分布、鉛直流速分布、時系列の流速データで

ある。実験の詳細については第 3章で述べる。

2.4 CFD

実験結果と比較するために、CFD(Computational Fluid Dynamics)と呼ばれる数値流

体力学を用いる [10]。CFD計算においては、流体の基礎方程式である連続の式 (2.18)及

びナビエ・ストークス方程式 (2.19)を離散化して解を求める。

∂ui

∂xi
= 0 (2.18)

∂ui

∂t
+

∂uiuj

∂xj
= ν

∂

∂xj
(
∂uj

∂si
+

∂ui

∂xj
) − ∂p

∂xi
(2.19)

水車の翼周りについては、レイノルズ数を考えると乱流場が発達していると考えられる。

CFD計算においては、速度と圧力をレイノルズ平均により、平均値と波動成分に分解し、

近似的に乱流場を解く。

ui = ui + u′
i (2.20)
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p = p + p′ (2.21)

このレイノルズ平均により、以下のレイノルズ方程式が得られる。

∂ui

∂xi
= 0 (2.22)

∂ui

∂t
+

∂uiuj

∂xj
= ν

∂

∂xj
(
∂uj

∂si
+

∂ui

∂xj
) − ∂p

∂xi
−

∂u′
iu

′
j

∂xj
(2.23)

(2.23)式の u′
iu

′
jはレイノルズ応力であり、乱流の近似によって発生する見かけ上の応力

である。このレイノルズ応力はモデル化が必要であり、渦粘性近似により与える。このレ

イノルズ応力を求めるために解く方程式の数によってモデルが分類されるが、本研究にお

いては２方程式モデル (k − ωモデル)を用いた。

CFD計算においては、モデルの空間をメッシュと呼ばれる格子に分割し、各格子におい

て流体の方程式を連立し、モデルの全体の挙動を観察する。図 2.3に２翼の潮流発電ター

ビンのメッシュの例を示す。

図 2.3: CFDメッシュの様子

この CFDの計算は高橋 (2010[10])が行ったものを利用した。タービンは実験で使った

NACA4408と相似形のものを使い、実験と同条件のレイノルズ数と周速比を与え計算し

たものを、次章の「実験と CFDの比較」で示すことにする。
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2.5 数値モデル

本研究で用いる数値モデルは、日本船舶海洋工学会海洋環境研究委員会が開発したMEC

モデル (Marine Environmental Committee Model)である。MECモデルは小スケールか

ら大スケールまでを連続的に解析できる海洋物理生態系モデルである。本研究ではこのモ

デルを用いて、実海域スケールの数値計算を行う。MECモデルの詳細については、第 4

章で述べる。

タービンを入れたときの周辺海域に生じる影響を調べたいのだが、MECモデルではター

ビン近傍場での数値計算することはできない。そこで、タービンを含んだものと等価な格

子を考案し、それもMECモデルに組み込むことにする。タービンによる影響は「せきと

め」と「旋回流」と「乱流拡散」の３つだとし、せきとめと旋回流は流速を指定し、乱流

拡散は渦拡散係数として与えることにする。
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第3章 実験

本章では実験について述べる。まず計測装置であるLDV計測装置について、次に実験概

要や実験条件についてまとめる。その後、実験結果を示し、前述のCFDとの比較もする。

3.1 計測装置

流速を計測するために、LDV(Laser Doppler Velocimetry)計測装置を用いた。作動原

理を以下に述べる。まず図 3.1に示すように、2本のレーザー光を交叉させる。するとそ

の部分に干渉縞ができる。その点を通過した粒子の周波数がドップラー効果によって変化

し、その変化から流速を測定するというものである。図 3.2に二つのレーザー光が交叉し

ている様子を示す。

図 3.1: LDV計測装置の原理 [12]

3.2 実験概要

実験の概観図を表した写真を図 3.3に、実験中のタービン後流の様子を図 3.4に、実験

概要図を図 3.5、図 3.6に示す。座標は流れ方向に x軸、鉛直方向に z軸、紙面に対して垂

直方向に y軸を取る。計測データはタービン下流 0.5Dと 1.2D(D:タービンの直径)の断面

における流速分布である。まず、流速方向 vxを測定し、vxから鉛直方向に± 35°傾けた

流速 v35、v−35を測定する。実験条件を以下の表 3.1に示す。実験での先行研究 [4]で得ら
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図 3.2: LDV計測装置の写真

れたパワーカーブ（図 3.7）を参考にし、大中小 3点の周速比でのスラスト係数の値を用

いた。流速のスラスト係数、トルク係数、パワー係数を表 3.2に示す。なおパワー係数は

Cp =
タービンの出力

流入する全エネルギー
=

トルク×回転数
0.5×密度×タービン断面積×速度3

(3.1)

で計算される [13]。

表 3.1: 実験条件

タービン半径 125 mm

回転数 16 rps

流速 2.0、2.8、4.2 m/s

サンプリングタイム 1 ms

計測位置 タービン下流 0.5D、1.2D

計測データ 軸方向流速分布、鉛直流速分布、時系列データ
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図 3.3: 実験の概観図を表した写真

図 3.4: 実験中、タービン後流の様子を表した写真
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図 3.7: 実験で使われたタービン模型のパワーカーブ

表 3.2: スラスト係数、トルク係数、パワー係数

流速 (m/s) KT (スラスト係数) KQ(トルク係数) Cp(パワー係数)

2.0 0.10 0.003 0.20

2.8 0.17 0.007 0.31

4.2 0.32 0.018 0.26
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3.2.1 正POTと逆POT

実験は図に示すような正 POT(Propeller Open Water Test)と逆 POTの 2種類で行っ

た。図 3.5が正 POT、図 3.6が逆 POTである。正 POTはタービンの上流に構造物がな

いものの、後流の中央部分に測定できない領域がある。逆 POTは上流に構造物があるた

め、下流に影響を与えてしまうことが考えられる。ただし、下流では全領域で測定が可能

である。

3.2.2 実験で使われたタービン模型

実験で使われたタービン模型は「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発」

で考えられている NACA4408である。図 3.8に翼型の形状を示す。この翼型のブレード

枚数は 2枚、直径は 250mmである。

図 3.8: 翼型NACAの形状 [10]

3.3 結果

実験で得られた軸方向流速分布と鉛直流速分布と時系列データをまとめる。

3.3.1 軸方向流速分布

流速の等高線図

流速が 2.8m/sのときの流速の等高線図を図 3.9～図 3.12に示す。

いくらかの誤差はあるものの、流速は角度には依存せず、半径にのみ依存することが読

み取れる。正POTの図での中央の空白は計測できなかった領域である。実際は z=-25mm

～z=25mmの全領域の計測ができないのだが、計測できなかった領域は前後の線形補完に

て補った。
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図 3.9: 正 POT 0.5Dの流速の等高線図
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図 3.10: 逆 POT 0.5Dの流速の等高線図
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図 3.11: 正 POT 1.2Dの流速の等高線図
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図 3.12: 逆 POT 1.2Dの流速の等高線図
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正POTと逆POTの違い

流速が 2.8m/sのときの正 POTと逆 POTについて、横軸に半径、縦軸に流速をとって

プロットした図を図 3.13、図 3.14に示す。以後、流速 uは流入速度 Uで無次元化し、中

心からの距離 rはタービン半径Rで無次元化する。先ほどと同じ理由で正POTの 0.3R以

下の部分は計測データがない。
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図 3.13: 0.5Dにおける流速分布

(正 POTと逆 POT)
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図 3.14: 1.2Dにおける流速分布

(正 POTと逆 POT)

正POTのほうが少し遅くなっているが、これは中央のシャフトの部分の摩擦により遅く

なるためであると考えられる。正 POTの 2.0m/s、2.8m/s、4.2m/sの流速分布を図 3.15

にまとめる。
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図 3.15: 正 POTの流速分布 (2.0m/s、2.8m/s、4.2m/s)

この結果に対する考察は次節の CFDでまとめてする。
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3.3.2 鉛直流速分布

次に鉛直方向の結果についてまとめる。鉛直方向は前述の v35と v−35の鉛直成分の差を

取ることによって求める。その結果を図 3.16、図 3.17に示す。
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図 3.16: 0.5Dにおける鉛直流速分布
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図 3.17: 1.2Dにおける鉛直流速分布

0.5D、1.2Dともに拡散方向の流速はほとんどみられない。計測された流速は、ほとん

ど旋回流の鉛直成分である。拡散方向の流速は旋回流に比べて、小さいので計測しきれな

かったと考えられる。また rが小さいほど旋回流の流速が大きくなっていて、これは角運

動量理論と一致している。

3.3.3 時系列データ

次に時系列データをまとめる。流速 2.8m/s、計測位置 0.5D、1.28R、60°における流速

の時系列データを図 3.18に示す。

この時系列データをフーリエ変換したものを図 3.19に示す。

回転数が 16rpsで 2枚のブレードであるから、32Hzとその倍数の 64Hzでピークが顕著

に出るという当然の結果が得られた。
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図 3.18: 時系列データ (計測位置 0.5D、1.28R、60°)
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図 3.19: 時系列データのフーリエ変換 (計測位置 0.5D、1.28R、60°)

31



乱れ度

この時系列データと以下の式を用いて、乱れ度 u′を求めることができる。式 (3.2)の分

子は標準偏差である。

√
u′2

U
=

1

T

∫ T
0 (u − u)dt

U
(3.2)

各ポイントにおける u′を図 3.20に示す。
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図 3.20: 乱れ度 (2.8m/s、4.2m/s)

結果をみると 1R～1.2R部分でピークを取っている。まず時系列データ（図 3.18）やフー

リエ変換（図 3.19）の結果からブレードの周波数に応じた流速変動が見られるのは明らか

である。この効果が如実に現れるのが流速の急激な増加（図 3.15参照）を示す 1R～1.2R

の部分であり、ここでピークをとっていると考えられる。1.2R以上の部分ではタービンの

影響を受けないため流速は安定し、乱れ度は減少している。

乱流変動エネルギー

ここで乱流変動エネルギー kは

k =
1
2
(u′2 + v′2 + w′2) (3.3)

等方性の仮定 u′2 = v′2 = w′2を使うと

k =
3
2
u′2 (3.4)

となる。
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渦粘性係数 νt

次に渦粘性係数 νtを算出する。タービン近傍場で νtを求める理論は確立していないの

で、仮定を用いることで求めることにする。

乱流モデルの一方程式モデルは

νt = c
√

kl (3.5)

である（ただし c：経験常数 (=0.09)、l：混合距離）。

混合距離 lは物体から遠く離れた後流 (far wake)において、

l = βb1/2 (3.6)

である [14](ただし、β = 0.41、b1/2：半値幅)。これがタービン近傍場でも成り立つと仮定

する。半値幅とは最大速度欠損の 1/2となる流速での半径のことである。

これらを用いると、渦粘性係数 νtは

νt = c

√
3
2
u′2βb1/2 (3.7)

となり、後流の時系列データと流速分布から算出できる。

3.4 実験とCFDの比較

前述の高橋 (2010)[10]の計算結果と実験との比較を行う。CFDの計算データは実験で

用いた 3つの流速と回転数から、レイノルズ数と周速比を算出し、これを入力データとし

て計算したものを使用した。軸方向流速分布と渦粘性係数 νtについて比較し、比較結果

の考察をする。

3.4.1 軸方向流速分布

図 3.21、3.22に 0.5D、1.2Dでの実験と CFDの流速分布を示す。

いくつか違いが見られたので、それぞれについて考察する。
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図 3.21: 実験と CFDの流速分布 (0.5D)
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図 3.22: 実験と CFDの流速分布 (1.2D)

流速分布の形

まず実験の流速分布であるが、実験ではスラスト係数を変えているので、流速の減少に

違いが見られる。流速が大きいほど、抗力係数CD(= F/0.5ρU2A)は小さくなるので、流

速の減少幅が少なくなっている。

一方で CFDの計算は流速分布が相似形になっている。高橋 (2010)[10]の計算ではスラ

スト係数が一定の値になっている可能性が高い。流速分布が異なっているのはこのためで

ある。

CFDで流速がマイナスになっている点

0.5Dの CFDでは流速がマイナスになっている点があるが、これはタービン下流 0.5D

にナセルが含まれていて、うまく計算できていないためである。参考までに 1.2Dにはナ

セルが含まれていないので、流速はマイナスになっていない。

後流の広がりの違い

実験データの流速は 1.2R周辺でUになっているのに対して、CFDでは 2.0Rでようや

くUになるという違いがある。つまりCFDのほうが後流が大きく広がっているという計

算をしていることになる。これは実験がタービン中心から側壁までの距離が 1D程度なの

に対して、CFDは 12D程度ため、側壁の摩擦がないことによる影響であると考えられる。

また、CFDでは実験のような 1R～1.2Rでの流速の急激な増加も表現できないので、その

ことも影響していると考えられる。
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3.4.2 渦粘性係数 νt

次に渦粘性係数 νtについて、実験のデータとCFDでの計算結果とで比較をする。まず

実験で直接計測できる乱流変動エネルギー kで比較したものを図 3.23、3.24に示す。ただ

し、流速が 2.0m/sの計測データは流速がマイナスになっているところがあり、乱れ度の

信頼性は低いものと判断し割愛した。
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図 3.23: 乱流変動エネルギーkの比較（0.5D）
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図 3.24: 乱流変動エネルギーkの比較（1.2D）

乱れ度の図 3.20で u’が 1R～1.2Rで増加していたため、その効果が乱流変動エネルギー

kのグラフにも反映されている。一方で、CFDの計算はブレード上に乗った座標で、周囲

が回転しているような条件なので、ブレードの周波数による乱れの効果はそもそもみられ

ない。このため CFDの計算結果は実験データでみられたような 1R～1.2Rでのピークは

存在せず、中心から離れるに従い、kは減少するような形をしている。

次に実験データから式 (3.7)に示した方法で算出した νt と CFDで計算された νt を図

3.25、3.26に示す。
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図 3.25: 渦粘性係数 νtの比較（0.5D）
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図 3.26: 渦粘性係数 νtの比較（1.2D）

実験から算出した νtは乱流変動エネルギー kに比例するという仮定に基づいているた

35



め、当然 kと相似形になっている。従って 1R～1.2Rでのピークもみられる。

一方で CFDは中心から離れるに従い減少する形である。分布はガウス分布な形で、中

心からの距離 rが大きくなると、νtが減少している。

1R～1.2Rでのピークを除けば、ある程度 CFDとの相関が見られ、νt算出のために用

いた仮定は概ね妥当であったと言える。
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第4章 実海域スケールでの数値計算

実験で得られたデータを用いて、実海域でどのような影響が出るかを数値計算により調

べる。

4.1 使用するモデル

本研究で用いる数値モデルは前述のMECモデルのネスティングバージョンに基づいて

いる [15]。MECモデルは全体は粗い格子、部分的に細かい格子に斬ることで、大スケー

ルから小スケールを連続的に解析することのできるモデルである。

4.1.1 支配方程式

静水圧近似の領域では以下に示す支配方程式に従う [16]。

∂u

∂t
+ u

∂u

∂x
+ v

∂u

∂y
+ w

∂u

∂z
= −1

ρ

∂ps

∂x
+ AM (

∂2u

∂x2
+

∂2u

∂y2
) +

∂

∂z
(KM

∂u

∂z
) (4.1)

∂v

∂t
+ u

∂v

∂x
+ v

∂v

∂y
+ w

∂v

∂z
= −1

ρ

∂ps

∂y
+ AM (

∂2v

∂x2
+

∂2v

∂y2
) +

∂

∂z
(KM

∂v

∂z
) (4.2)

∂u

∂x
+

∂v

∂y
+

∂w

∂z
= 0 (4.3)

0 = −1
ρ

∂p

∂z
− g (4.4)

u[m/s], v[m/s], w[m/s]はそれぞれ x方向，y方向，z方向の流速，AM [m2/s] ，KM [m2/s]

はそれぞれ水平方向及び鉛直方向の渦動粘性係数である．また、ps[kg/m/s2]は静水圧

、pD[kg/m/s2]は流水圧を現し、pは全圧であり次の式で表される。

p = ps + pD (4.5)
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密度 ρ[kg/m3]はMamaevの関係式を用い，次式のように水温 T［℃］と塩分 S [psu]で

計算する。

ρ = 1028.14 − 0.0735T − 0.00469T 2 + (0.802 + 0.002T )(S − 35.0)　 (4.6)

水温、塩分は次の移流拡散の式に従う。

∂T

∂t
+ u

∂T

∂x
+ v

∂T

∂y
+ w

∂T

∂z
= AC(

∂2T

∂x2
+

∂2T

∂y2
) +

∂

∂z
(KC

∂T

∂z
) (4.7)

∂S

∂t
+ u

∂S

∂x
+ v

∂S

∂y
+ w

∂S

∂z
= AC(

∂2S

∂x2
+

∂2S

∂y2
) +

∂

∂z
(KC

∂S

∂z
) (4.8)

AC、KC はそれぞれ水平方向及び鉛直方向の渦拡散係数である。水平方向の渦動粘性係数

及び渦拡散係数はRichardsonの 4/3乗則に従うものとし、以下の式で表される。

AM = AM0

( ∆
∆0

)4/3
(4.9)

AC = AC0

( ∆
∆0

)4/3
(4.10)

∆は格子幅，∆0は基準格子間隔を表している。AM0、AC0は基準格子間隔のときの渦動

粘性係数および渦動拡散係数である。鉛直渦動粘性係数，鉛直渦動拡散係数は成層化関数

による次式のように計算する。

KM

KM0
=

(
1 + βMRi

)αM

(4.11)

KC

KC0
=

(
1 + βCRi

)αC

(4.12)

Riは勾配型Richardson数であり，次式で表される。

Ri = −
g
∂ρ

∂z

ρ

[
∂(u2 + v2)

∂z

]2
(4.13)

αM、αC、βM、βC については、Webb及びMunkの値を使用する。

αM = −1、αC = −1
2
、βM = 5.2、βC =

10
3

(4.14)
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4.1.2 境界条件

底層での境界条件は以下のように示す。

w = 0　 (4.15)

KM
∂u

∂z
=

τxB

ρ
(4.16)

KM
∂v

∂z
=

τyB

ρ
(4.17)

∂Q

∂z
= 0 (4.18)

ただし、底層摩擦応力 τxB，τyB は底層摩擦係数γを用いて次の式で表される．

τxB = γ2ρu
√

u2 + v2 (4.19)

τyB = γ2ρv
√

u2 + v2 (4.20)

4.1.3 数値計算法

計算格子は直交格子を用い、地形は階段状で近似する。流速の評価点はセルの面上に配

置し、圧力及び水温などのコンパ－トメントの評価点はセル中心に置く Staggered格子を

用いる。時間の離散化に関しては 1次 Euler陽解法を用いる。移流項については 3次上流

差分を、拡散項に関しては 2次中心差分を採用する。

4.2 計算条件

MECモデルで計算する各条件について述べる。地形データと境界条件とタービンと等

価な格子の組み込みについてまとめる。

4.2.1 地形データ

地形データを図 4.1と表 4.1に示す。「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの

開発　研究成果報告書 [4]」によると、タービンの直径は 24mを想定しているので、これ

を含むことができる地形データを作成する。流れ方向を x軸に、鉛直方向を z軸に、それ

らに垂直な方向を y軸にそれぞれとる。全体を 6m× 6m× 1mの格子で計算する。

39



X
Y

Z

図 4.1: 計算格子の全体図

表 4.1: 計算格子のパラメータ

格子幅 (x,y,z)=(6m,6m,1m)

格子数 (x,y,z)=(30,13,40)

計算領域 (x,y,z)=(180m,78m,40m)
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4.2.2 境界条件

x=0mの境界面に 1.0m/sの流入速度を入れ、x=180mでは無反射の自由境界にし、全

体が一様流になるように設定する。また y=0mと y=78mの境界面は壁にしてあり、外に

流れ出ないようにする。z方向に関しては、表層は自由表面、底層では式 (4.15)～(4.18)に

従うようにする。

4.2.3 タービンと等価な格子の組み込み

タービンによる効果はせきとめ・旋回流・乱流拡散の 3点であるとし、それぞれ x方向

の流速・y方向、z方向の流速・渦粘性係数として、各格子の中に入力する。

タービンの中心は (x,y,z)=(60m,42m,30m)においた。y座標、z座標はともに計算領域

の中央の位置である。x座標は一様流を安定させるために、入り口からある程度距離を置

きつつも、後流の様子を詳しく見るため x方向の計算領域の中央より前方に配置した。

せきとめ

タービンを通過するときの流速は式 (2.7)より、タービン上流とタービン下流の平均値

となるので、実験から得られた 1.2Dの流速分布 (図 3.22)のデータとタービン上流の一様

流のデータの平均値を、流れ方向の流速として一段面に入力する。

各格子と前述のタービン中心との距離を出し、流速を中心からの距離の関数とし、各格

子に図 3.22の x方向の流速データを入力する。実験で得られたデータとデータの間は線

形補完をした。

旋回流

旋回流は式 (2.17)により、角運動量理論から算出できる。旋回流の流速算出には角速度

Ωと軸方向誘導係数 aが必要だが、実験での回転数から角速度が出て、流速分布の図 3.22

から、aが算出される。これらを式 (2.17)に代入することで各点における旋回流を求める

ことができる。

せきとめと同様に各格子とタービン中心との距離を算出し、旋回流のを中心からの距離

と角度の関数とする。そして各格子に角運動量理論から算出した旋回流を入れるのだが、

その鉛直成分を z方向の流速、水平成分を y方向に入力する。
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乱流拡散

乱流拡散に関しては、実験で得られた図 3.25、図 3.26の渦粘性係数の値を用いる。ま

ず 0.5D、1.2Dの各断面のデータの平均値を取る。次に 0.5D、1.2Dの 2断面の平均値を

線形補完することにより、各断面の渦粘性係数の値を求める。また図 3.26をみると、渦粘

性係数の分布は半値幅 0.5Rのガウス分布に近い形をしているので、これを利用すること

にする。

まずタービンの断面 (x=10m)では、各格子と前述のタービン中心との距離を出し、渦

粘性係数をを中心からの距離の関数とする。そして rを距離、aと bを定数とおき、渦粘

性係数が ae−br2
で距離が大きくなるにつれて減衰するように入力する。aは前述の平均値

とし、bは半値幅が 0.5Rということから算出する。ただし減少した渦粘性係数がMECモ

デルの入力条件にある最小渦粘性係数を下回った場合は、最小渦粘性係数を採用するよう

にする。タービン後流の断面では aが線形に減少するようにする。

MECモデルには渦粘性係数と渦拡散係数があるが、本研究ではこれらは等しいものと

仮定し、渦拡散係数も渦粘性係数と同じ値を入力した。

図 4.2に渦粘性係数を入力する範囲を示す。なお、タービンに影響を受けない部分の渦

粘性係数の値を 1とし、相対値で渦粘性係数の値を図の右に示した。

図 4.2: 渦粘性係数を入力する範囲 (タービンの中心を含む xz平面)

（最小渦粘性係数を 1とし相対値で渦粘性係数を表示）

420.0
373.4
326.9
280.3
233.8
187.2
140.7

94.1
47.6

1.0

以上のせきとめと旋回流と渦粘性係数の入力に関してまとめたものを、図 4.3に示す。
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図 4.3: タービンによる効果（せきとめ、旋回流、渦粘性係数）の組み込みの概念図

実験と実海域のスケールの違い

実験スケールと実海域スケールには大きな差がある。流体の流れの様子を表す無次元数

であるレイノルズ数は

Re =
UL

ν
(4.21)

（U :代表流速、L：代表長さ、ν：動粘性係数）であり、代表長さをタービンの直径とする

ならば、実験と実海域スケールのレイノルズ数はそれぞれ、

Re 実験 =
4.2m/s× 0.25m

1× 10−6m2/s
= 1.05× 106 (4.22)

Re 実海域 =
1.0m/s× 24m

1× 10−6m2/s
= 2.40× 107 (4.23)

となり、大きな違いがある。この問題について、入力したせきとめ、旋回流、乱流拡散に

ついてそれぞれ考える。
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まずせきとめであるが、臨界レイノルズ数に達したとき、後流の流速分布は相似形にな

ることが知られている。実験データの 4.2m/sは臨界レイノルズ数に達していると考えて

いいので、実海域スケールでもこれと相似形の流速分布になると考えてよい。

次に旋回流であるが、実験の流速 4.2m/s、2.8m/s、2m/sのとき周速比がそれぞれ 3.0、

4.5、6.3になる。これは「日本沿岸域に適した低コスト潮流発電システムの開発」で考え

られている周速比の範囲内に入っている。また、旋回流は運動量理論から算出しているの

で、大きさの違いの問題はないと言える。

最後に渦粘性係数であるが、式 (3.5)で示したとおり、一方程式の乱流モデルでは

νt = c
√

kl (4.24)

となっている。つまり νtは大きさと速度に比例するものであるので、実験で算出された νt

を無次元化したものに、速度と大きさをかけることで νtを算出できると仮定した。

4.3 計算結果

4.3.1 鉛直混合

温度と塩分にそれぞれ強弱の成層をつけて、計算を行った。表 4.2に各条件をまとめる。

表 4.2: 計算条件（成層の強弱）

温度 塩分

１．塩分成層弱い 20℃一定
表層で 35(psu)

40mで 30(psu)の成層

２．温度成層弱い
表層で 22(℃)

40mで 27(℃)の成層 32(psu)一定

３．塩分成層強い 20℃一定
表層で 39(psu)

30mで 30(psu)の成層

４．温度成層強い
表層で 30(℃)

40mで 21(℃)の成層 32(psu)一定

タービンによる鉛直混合の効果と、タービン以外の鉛直混合の効果を調べるため、それ

ぞれタービンありなしの 2条件を行った。
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１．温度一定、塩分成層弱い

温度を 20℃で一様にして塩分に弱い成層をつけて計算し、定常状態になったときの様

子を図 4.4に示す。図はタービンの中心を含んだ xz方向の断面の流速分布と塩分分布で

ある。また、海自身による鉛直混合の効果を調べるため、タービンなしでの流れを計算し

た。その結果を図 4.5に示す。入り口のと出口の塩分勾配をまとめたものを図 4.6に示す。

図 4.4: タービンを入れた様子（弱い塩分成層）
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図 4.5: タービンなしの流れ（弱い塩分成層）
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図 4.6: 入り口と出口の塩分勾配（弱い塩分成層）
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２．塩分一定、温度成層弱い

図 4.7: タービンを入れた様子（弱い温度成層）
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図 4.8: タービンなしの流れ（弱い温度成層）
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図 4.9: 入り口と出口の温度勾配（弱い温度成層）
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３．温度一定、塩分成層強い

図 4.10: タービンを入れた様子（強い塩分成層）
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図 4.11: タービンなしの流れ（強い塩分成層）
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図 4.12: 入り口と出口の塩分勾配（強い塩分成層）
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４．塩分一定、温度成層強い

図 4.13: タービンを入れた様子（強い温度成層）
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図 4.14: タービンなしの流れ（強い温度成層）
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図 4.15: 入り口と出口の温度勾配（強い温度成層）
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考察

成層の強弱 成層の強弱によって、混合の度合いに差が見られた。以下の表 4.3に成層の

強弱と勾配の変化を示す。

表 4.3: 成層の強弱と勾配の変化

入り口の勾配 出口の勾配 勾配の減少率

１．塩分成層が弱い 0.1231(psu/m) 0.1074(psu/m) 12.70％

２．温度成層が弱い 0.1242(℃/m) 0.1027(℃/m) 17.30％

３．塩分成層が強い 0.2409(psu/m) 0.2381(psu/m) 1.20％

４．温度成層が強い 0.2452(℃/m) 0.2062(℃/m) 15.90％

　

成層が弱いと混ざりやすく、成層が強いと混ざりにくいという結果を確認した。

ただし、成層が弱い場合でも劇的に勾配が変化し、成層がなくなるという現象は見られ

なかった。

タービンの有無 タービンのない場合の勾配の変化を次の表 4.4に示す。

表 4.4: タービンがない場合の勾配の変化

入り口の勾配 出口の勾配 勾配の減少率

１．塩分成層が弱い 0.1231(psu/m) 0.1238(psu/m) -0.56％

２．温度成層が弱い 0.1242(℃/m) 0.1235(℃/m) 0.56％

３．塩分成層が強い 0.2409(psu/m) 0.2425(psu/m) -0.66％

４．温度成層が強い 0.2452(℃/m) 0.2461(℃/m) -0.37％

　

表から分かるとおり、タービンがない場合、成層は変化しないと言える。

それから、実験よりも渦粘性係数を低く見積もっている CFDの計算結果を使ったとこ

ろ、「１．塩分成層が弱い」では減少率が 12.6％、「２．温度成層が弱い」では減少率が

16.8％、「３．塩分成層が強い」では減少率が 1.18％、「４．温度成層が強い」では減少率

が 15.6％となり、ほとんど変化は見られなかった。
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4.3.2 リチャードソン数

成層状態を表す無次元数であるバルクリチャードソン数を導入する。バルクリチャード

ソン数Riの定義は以下の通りである。

Ri = −
g
∂ρ

∂z

ρ(
U

z
)2

(4.25)

（ρ：密度、g：重力加速度、z：鉛直方向の深さ、U：一様流速）

リチャードソン数の物理的な意味は次のようになる。

• リチャードソン数が大きいほど成層状態が強い

• リチャードソン数が 0のとき、成層がない一様な状態

• リチャードソン数がマイナスのとき、不安定成層状態（低層より上層のほうが密度

が大きい）

このうちリチャードソン数がマイナスのときは、タービンの有無関係なく混ざっていくの

で、本研究では考えないことにする。

このリチャードソン数を使って、成層状態の変化を評価する。図 4.2に示した条件のう

ち、「１．塩分成層が弱い」「３、塩分成層が強い」の条件と、さらに「１．塩分成層が弱

い」よりも弱い条件で計算した。その結果を図 4.5に示す。

表 4.5: リチャードソン数

入り口の
リチャードソン数

出口の
リチャードソン数

リチャードソン数の
減少率

成層中 1.61 1.41 12.80％

成層強 3.15 3.11 1.20％

成層弱 0.38 0.232 39.20％

やはり成層が強いほど混ざりにくいことが分かる。特に「成層中」と「成層強」を比べ

てみると、成層が弱いほうが、割合（リチャードソン数の減少率）だけでなく、絶対値の

差（リチャードソン数の減少量）も大きくなることが分かる。
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4.3.3 旋回流

旋回流がどのように伝播していくかをみる。図 4.16から図 4.21までに、タービン上流

0.25Dからタービン下流 1Dまで 0.25D間隔の流速分布を示す。

図 4.16: タービン上流 0.25Dの流速分布 図 4.17: タービン断面の流速分布

図 4.18: タービン下流 0.25Dの流速分布 図 4.19: タービン下流 0.50Dの流速分布

図 4.20: タービン下流 0.75Dの流速分布 図 4.21: タービン下流 1.0Dの流速分布
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図 4.21の 1Dでほぼ旋回流が消えていることが分かる（MECモデルの運動方程式では

3次上流差分を採用しているため、1次よりは旋回流の効果が継続する）。これはメッシュ

の斬り方が粗すぎることに起因する。旋回流の効果を入れるならば、タービン近傍場で

はより細かく格子を分割し、計算する必要がある。（ちなみに実験データでは 1.2Dでも

uθ/U = 0.2程度の流速が残っている）。
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第5章 結論

本研究の目的は海流・潮流発電プラントを設置した際に、ブレード後流に生じる影響を

実験と数値モデルによって求めることである。以下に本研究で得られた成果をまとめる。

• 実験から流速分布を計測し、これを数値モデルに組み込むことで、実海域において

発電プラントを設置したときの影響を再現した。

– タービン後流の流速分布を計測する実験を行い、軸方向流速分布、鉛直方向流

速分布、時系列流速データを得た。

– タービンによる効果を「せきとめ」「旋回流」「乱流拡散」とし、せきとめは実

験の軸方向流速分布から、旋回流は角運動量理論から、乱流拡散は実験の時系

列流速データから算出した。

– CFDの計算結果と実験の計測結果を比較し、渦粘性係数を導出する際に使わ

れた仮定の妥当性を示した。

• タービンによる影響を算出できる手法を確立した。これにより、違うタービンでも

この手法を使うことで影響を算出できる。

• 成層の強さにより、混合の度合いが変わることを確認した。

• ある程度の成層がある海域で、劇的に鉛直混合が促進されることは考えにくい

今後の課題として、以下のものがあげられる。

• MECモデルに生態系モデルを結合し、生態系への影響を評価する。

• 混合の度合いを定量的に評価し、タービンによる混合と等価な現象について考察する。

• より広い領域を想定し、タービン近傍場をネスティングすることで、広い海域への

影響を評価できるようにする。その際タービン近傍場はできるだけ細かくネスティ

ングし、CFDの詳細なデータを読み込めるようにし、より厳密な流れを再現する。
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